
  

 

 

 

 
 
 
 

    場所：旧文部省庁舎６階第２講堂他（東京都千代田区霞が関３－２－２） 

    対象：都道府県・市区町村の日本語教育担当部署の職員，当該地方公共団体が設置した 
国際交流協会等の職員（これから日本語教室設置に取り組もうとする者を含む） 

        申込：事前の登録が必要です。別添の出席登録票にてお申込みください。 
 

１．日本語教育に関する施策説明・・・文化庁・文部科学省 

２．日本語教育小委員会における審議状況報告・・・東京女子大学 教授 石井恵理子 

３．演習  

空白地域に日本語教室を立ち上げるには～開設の過程と体制整備～ 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※本協議会は「生活者としての外国人」に対する日本語教育を担当する自治体職員等を対象としています。 

（日本語教室等で指導のみを担当している方を除く） 
※参加者には「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）」（平成３０年３月）を配布します。 

我が町に日本語教室を！ 

日時：平成３０年６月１４日（木）午前１０時００分～午後４時３０分 

外国人数１００人と１０００人の自治体の日本語教室立ち上げ事例から 

文化庁平成３０年度「生活者としての外国人」のための日本語教室空白地域解消推進事業 

「空白地域解消推進協議会」 

○進行・講演  

一般社団法人グローバル人財サポート浜松  

代表理事 堀 永乃  

○実践事例 

実践事例１【長野県豊丘村教育委員会】 

豊丘村公民館長                  原  国人 

  日本語教室コーディネーター            大澤 志那子 

             （地域日本語教育スタートアッププログラム活用２年目） 

実践事例２【佐賀県鳥栖市】 

鳥栖市 市民環境部市民協働推進課男女参画国際交流係課長補佐兼係長 

下川 有美 

（地域日本語教育スタートアッププログラム活用３年目）    


